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デジタルスキル習得支援事業補助金

募集締切 令和９年１月２９日（金）まで

DX推進・生産性向上・付加価値創出等に挑戦する中小企業者の皆様へ

〒３１０－８５５５ 茨城県水戸市笠原町９７８－６

茨城県産業戦略部産業人材育成課 人材育成グループ

TEL：０２９－３０１－３６５３

MAIL：rousei4@pref.ibaraki.lg.jp

県ホームページ↓
https://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/shokorodo/sanjin/tyuusyoukigyou.html

※募集期間内であっても、予算満額に到達した場合は募集終了いたします
※補助金交付決定日以降に受講した研修等が補助対象となります
※研修等の受講開始日から起算して２１日前までに申請してください（必着）

営営業

補助金活用研修例

デジタルスキル向上のため
の教育研修を支援します！

• 顧客管理システム構築による顧客・売上データ等の管理
• 気象条件や売上実績等からＡＩによる発注数の自動算出
• ホームページ、SNS、YouTubeなどを活用した広報

医療事務分野

製造分野
• 生産・販売管理システムによる受注から

売上までの進捗管理

• レセプトコンピュータによる診療報酬明細書作成
• 電子カルテによる患者情報の管理

輸送サービス分野
• 配送管理システムによる配送ルートの最適化や商品の追跡

農業分野

• IoTを活用した温度管理等による農作物栽培

介護・医療・福祉分野
• タブレットによる一連の業務実績や患者の
バイタルデータの記録

旅行・観光分野

• 予約管理システムによるホテルや航空券の
オンライン予約

• モバイル観光案内アプリによる観光地情報の発信

建設関連分野
• 3DCAD を使用した設計図面の作成
• ドローン測量×３D解析

理容・美容関連分野

• 予約システムの導入

調理分野

• 在庫管理システムによる食材や調味料の在庫管理

営業・販売・事務分野

詳
細
は
こ
ち
ら

※下記の研修例以外にも対象になる場合が
ありますので、お問い合わせください。

最大 １０万円補助
（補助率１/２）

※10万円の補助を受ける
には要件があります

※事業と関連が認められれば、講座の組み合わせも可

詳細は裏面を
チェック！
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申請フロー

○郵 送（簡易書留等の送達過程の記録が残るもの）

郵送先：〒３１０－８５５５ 茨城県水戸市笠原町９７８－６
茨城県産業戦略部産業人材育成課 人材育成グループ宛

○いばらき電子申請・届出サービスによるオンライン申請

産業人材育成課ＨＰのリンクから、申請画面にアクセスできます
※先着順に受付いたします。

※募集期間内であっても、補助金交付申請額が予算額に
到達し次第、募集終了とさせていただきます。

■対 象 者 ：茨城県内に主たる事務所・事業所を有する事業者であり、県内において
DXの推進・生産性向上等に取組む中小企業・個人事業主
（いばらきリスキリング推進宣言企業が対象）

■事業目的：１．DX推進 ２．生産性向上 ３．付加価値創出・新分野進出

■対象経費：DXの推進、生産性向上等に取組むために必要となる
デジタルスキルに係る資格取得やスキルアップのための
教育研修費等（外部研修の受講料、外部講師の招へい費用(謝金、旅費)
※交付決定日から令和９年２月28日までの間に受講（支払含む）完了するものに限る

■補 助 額 ：最大１０万円（補助率１/２）
※上限額の範囲内で、対象経費に補助率をかけた額が補助額になります

いばらきリスキリング推進宣言についてはこちらから

https://ibaraki-rs.jp/promotion/declaration/

■必要書類等は下記の県HPからご確認ください。

https://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/shokorodo/sanjin/tyuusyoukigyou.html

※令和８年４月１日から起算して５年間は、研修等受講後の、交付申請書記載の事業計画
の進捗状況について報告を求める場合がありますので、あらかじめご了承ください。

申請の受付
研修等の受講開始
日の21日前まで
(又は令和９年１
月29日まで)

交付決定

申請受付から
２週間以内
(申請書類に不備

等がない場合)

研修等受講

令和９年２月28日
まで
(受講料等の支払
いを含む）

実績報告

全ての研修等の終
了後30日以内
(又は令和９年
３月５日のいずれ
か早い日まで)

補助金交付

額の確定通知
後、15日程度

※対象者の要件は下記の県HPからご確認ください

※上記の目的のために、デジタルスキルを用いることが要件になります。

詳細はこちら
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 ※各動画の専用テキスト＋効果測定用の正誤問題を併せて提供します。 

 

 

 

 

 

番号 動画種類 内容 受講時間 

Vol.1 女性活躍の現状 様々なデータから日本及び茨城県の女性活

躍に関する現状を学ぶ 

約 19 分 

Vol.2 私らしく活き活きと活躍

するキャリアを考える 

「私らしいキャリアを考える視点」や「活き活

きと活躍するための 3 つのポイント」を学ぶ 

約 32 分 

受講期間 

視聴 
無料 

PC/スマホ 
で受講可能 

１か月間（期間中何度でも視聴いただけます） 

申込 以下の県ポータルサイトからお申し込みください。 

https://yell.pref.ibaraki.jp/womanact/ 
women_career_teaching_material.html 

問い合わせ先 茨城県産業戦略部労働政策課（労働経済・福祉Ｇ） 

       Tel 029-301-3635 Mail rosei1@pref.ibaraki.lg.jp 

県内外の女性活躍の現況や女性が職場で活躍するためのポイ

ントを学び、女性が自らのキャリアについて考えることができる動

画の教材です。 

どなたでも無料で活用いただけます。 

企業内研修や個人学習など様々な機会にご活用ください。 

教材概要 

働く女性のキャリアを考える教材を作成しました！ 

出演者プロフィール 

大手情報出版会社の地域活性事業部にて省庁、地方自治
体のコンサルティング事業に従事。独立後は、全国の大学
等でのキャリア開発支援・大手企業内での女性のキャリ
アデザインセミナー・メンター研修に携わる等、実績多数。

株式会社キャリアアンドブリッジ 取締役 遠藤和氏

例えばこんなお悩みや課題をお持ちの方へ

・自社で女性活躍を進めたい。女性社員にリーダーとして活躍してほしい。

・自分自身の今後のキャリアについて考えたい。

・女性活躍の日本や本県の現在の状況を知りたい。

この教材をお勧めしたい方 

女性がご自身の

キャリアを考える

きっかけとしてい

ただけます！

県ポータルサイト
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～一般事業主行動計画を策定しましょう！～ 

「女性活躍推進法」と「次世代育成支援対策推進法」により、従業員 101 人以上(常時雇用のパ

ート・アルバイトなどを含む)の事業主は、【一般事業主行動計画】を策定し、労働局に届出、公表す

ることが義務付けられています。 

また、100 人以下の事業主においても、現時点では努力義務として策定が求められているところ

です。 

 

 

 

企業が女性活躍や仕事・子育ての両立を図るための雇用環境、多様な労働条件の整備などの取

組に当たり、（1）計画期間、（2）目標、（3）目標達成のための対策及びその実施時期を定めるも

のです。 

計画を策定し、女性活躍の推進や仕事と生活の両立を整備することは、人材の確保と定着率の

向上、多様な視点による生産性の向上、企業イメージの向上などに繋がる重要な取組です。 

まだ策定・届出、または計画期限後に更新をしてない事業者は、目標を立てて積極的に取り組み

ましょう。 

 

 

 

 行動計画の詳細について（茨城労働局ＨＰ） 

https://jsite.mhlw.go.jp/ibaraki-

roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/koyou_kintou/kokatu_jisedai.html 

 

 行動計画策定例（女性活躍推進法） 

https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/koudoukeikaku_ex.html 

 

 行動計画策定例（次世代育成支援対策推進法） 

https://www.mhlw.go.jp/content/001681589.docx 

 

 ※届出した企業の行動計画や企業情報は国の特設サイトで公表されています。 

【女性の活躍・両立支援総合サイト】 

https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/search/search_int 

 

一般事業主行動計画とは 

関連ホームページ等 
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～カスタマ―ハラスメント対策が事業主の義務となります！～ 

近年、カスタマーハラスメントが社会問題化していることを受け、2026 年 10 月 1 日から、企業

等にはカスハラ防止のため、雇用管理上、必要な措置を講じることが義務付けられることになりま

した。 

事業主の皆さまは、改正労働施策推進法や指針の内容に沿った対策をご準備ください。 

 

 

 

職場における「カスタマーハラスメント」とは、職場において行われる 

① 顧客等の言動であって、 

② その雇用する労働者が従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される 

範囲を超えたものにより、 

③ 労働者の就業環境が害されるもの 

であり、①～③の要素を全て満たすものをいいます。 

※電話やＳＮＳ等のインターネット上において行われるものも含まれます。 

 

 

 

事業主は、以下の措置を必ず講じなければなりません。 

 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

 相談体制の整備 

 事後の迅速かつ適切な対応 

 対応の実効性を確保するために必要なカスタマーハラスメントの抑止のための措置 

 そのほか併せて講ずべき措置（相談者のプライバシー保護のための措置等） 

 

 

 

 カスタマーハラスメント対策について（県ＨＰ） 

  https://www.pref.ibaraki.jp/shokorodo/rosei/rodo/rodokeizaihukushi21/kasuhara.html 

 

 カスハラ概要（政府広報 HP） 

https://www.gov-online.go.jp/article/202510/entry-9370.html 

 

改正法・指針等（厚生労働省 HP） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku06/inde

x.html 

 

 

カスタマーハラスメントとは 

カスタマーハラスメント防止のために講ずべき措置 

関連ホームページ等 
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いばらき労働相談センターのご案内 
 

●賃金や休業手当の不払い、一方的な解雇や配置転換、パワーハラスメント、職場でのいじめなど

といったトラブルで悩まれていませんか。 

 

●いばらき労働相談センターでは、職場のトラブルや労使問題でお困りの方のために、専門の相談

員による相談や情報提供を通じて問題解決のお手伝いをしています。 

 

●秘密は厳守いたしますので、一人で悩まずに、ぜひご相談ください。 

ご相談は、電話のほか、面談、メールで受け付けています。 

※メールでのご相談の場合には、折り返しのお電話をさせていただきますので、電話番号の記載

をお願いいたします。 

 

●なお、各地区就職支援センター（県北、日立、鹿行、県南、県西）内での出張面談についても、

日程調整のうえ行っていますので、センター（029-233-1560）へご連絡ください。 

 

 

  

 

 

相 談 窓 口 

開 設 日 時：月曜日 ～ 金曜日：9:00～19:00（相談受付は 18:30 まで） 

第２・第４土曜日：9:00～15:00（相談受付は 14:30 まで） 

※第１・第３・第５土曜日、日曜日、祝日、年末年始は休業 

 

場 所：水戸市三の丸１－７－４１ いばらき就職支援センター２階 

 

電 話 番 号：０２９－２３３－１５６０ 

 

メールアドレス：rodosodan@pref.ibaraki.lg.jp 

 

主な相談内容：労働条件、採用、解雇・配置転換、賃金不払い、パワハラ、職場でのいじめ等 

 

ホームページ：https://www.pref.ibaraki.jp/shokorodo/rosei/rodo/rodosodan/sodan.html 
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この大会は、障害のある方々が日ごろ培った技能を互いに競い合うことにより、その職

業能力の向上を図るとともに、企業や社会一般の人々が障害のある方々に対する理解と認

識を深め、その雇用の促進を図ることを目的として開催しています。 

大会では、各種目において日ごろの練習の成果が十分に発揮され、ハイレベルな大会と

なりました。 

 

開 催 日 令和８年７月１１日（土）、１２日（日） 

主 催 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構茨城支部、茨城県 

後  援 

【順不同】 

茨城労働局、茨城県中小企業団体中央会、茨城県商工会連合会、 

茨城県商工会議所連合会、一般社団法人茨城県経営者協会、 

株式会社茨城新聞社、茨城県職業能力開発協会、 

水戸市、社会福祉法人茨城県社会福祉協議会 

競技会場 茨城県職業人材育成センター（水戸市水府町 864－4） 

競技種目 

【8 種目】 

電子機器組立、ワード・プロセッサ、ビルクリーニング、縫製、木工、

喫茶サービス、パソコンデータ入力、オフィスアシスタント 

参加者数 7３名（選手） 

 

【お問い合わせ】(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構茨城支部 高齢・障害者業務課

（ＴＥＬ：０２９－３００－１２１５） 

 

 

 

 

     

①電子機器組立 ②ワード・ 

プロセッサ 

③ビル 

クリーニング 

④縫製 ⑤木工 

  
 

⑥喫茶サービス ⑦パソコン 

データ入力 

⑧オフィス 

アシスタント 

 

第５５回茨城県障害者技能競技大会（アビリンピック県大会）を開催しました 

競技の様子 
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～ 茨城で働こう！君にぴったりの会社がここにある！～ 
 

 

 

 

  

 令和８年度元気いばらき就職フェアを開催します。 

  県内事業所を 10～20 社程度集め、求職者は企業から求人の説明や面接を受けられます。 

  求職者の参加無料、予約不要です。 参加を希望される方は県のホームページをご確認ください。 

 

記 

 

１ 開催日・場所 

日   付 開催場所 所   管 

令和８年１０月１３日（火） つくば市 
県南地区就職支援センター 

（０２９­８２５­３４１０） 

１０月２３日（金） 鹿嶋市 
鹿行地区就職支援センター 

（０２９１­3４­２０6１） 

１１月１９日（木） 下妻市 
県西地区就職支援センター 

（０２９６­２３­３８１１） 

１１月２７日（金） 日立市 
日立地区就職支援センター 

（０２９４­２７­７１７２） 

令和９年 ２月 ４日（木） 土浦市 
県南地区就職支援センター 

（０２９­８２５­３４１０） 

２月１９日（金） 水戸市 
いばらき就職支援センター 

（０２９­３００­１９１６） 

 

２ 事業所の参加方法 

 開催月の約 2 か月前に県ホームページ上で参加企業を募集します。 

 参加を希望される事業所の方は県ホームページ（QR コード）をご覧ください。 

 

 

【お問い合わせ】 

   ○茨城県産業戦略部 労働政策課 雇用促進対策室 

℡：029-301-3645 
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～ いばらき就職支援センターをご利用ください ～ 

 

 

 

 

 

【名称・所在地・連絡先】 

①いばらき就職支援センター  所在地：水戸市三の丸 1-7-41 

電話番号：029-300-1916 

②県北地区就職支援センター  所在地：常陸太田市山下町 4119 県常陸太田合同庁舎内 

電話番号：0294-80-3366 

③日立地区就職支援センター  所在地：日立市幸町 1-21-2 日立商工会議所会館内 

               電話番号：0294-27-7172 

④鹿行地区就職支援センター  所在地：鉾田市鉾田 1367-3 県鉾田合同庁舎内 

               電話番号：0291-34-2061 

⑤県南地区就職支援センター  所在地：土浦市真鍋 5-17-26 県土浦合同庁舎内 

               電話番号：029-825-3410 

⑥県西地区就職支援センター  所在地：筑西市二木成 615 県筑西合同庁舎内 

                 電話番号：0296-23-3811 

 

【相談時間・連絡先】 

①     平日 ９時～19 時（祝祭日及び年末年始を除く） 

     第２、４土曜日  9 時～16 時 

 ②～⑥ 平日       9 時～16 時（祝祭日及び年末年始を除く） 

 

【支援内容】 

・相談員による就職相談、キャリカウンセリング等の各種相談対応 

・職業紹介（紹介状の発行）、内職の紹介 

・面接練習、履歴書等の書類添削指導 

・就職面接会、就活セミナーの開催 

・出張相談の実施（大子、北茨城、神栖、潮来、行方、稲敷、坂東） 

 

いばらき就職支援センターホームページ 

https://jobcafe.pref.ibaraki.jp/ 

 

【お問い合せ】茨城県産業戦略部労働政策課雇用促進対策室 

TEL ０２９－３０１－３６４５ 

 

茨城県では、就職先をお探しの方やお困りの方を対象に、県内６か所に県の無料職業紹介機関

「いばらき就職支援センター」を設置しています。 

センターでは、キャリアコンサルタントの資格を持つ相談員が常駐し、就職相談やキャリアカ

ウンセリング、職業紹介を行います。無料で利用できますので、ぜひお越しください。 
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お気軽にお問合せください

簡単

〒170-8055　東京都豊島区東池袋1-24-1
TEL.03-6907-1234

パートタイマーも
家族従業員も加入できます。

（独）勤労者退職金共済機構 
中小企業退職金共済事業本部

　人材の定着に。
従業員の意欲の向上にもつながります。

転職先でも引き継げる
「通算制度」があります。

有利
掛金は全額非課税
掛金の一部を国が助成

退職金は直接退職者に
支払われます。

お近くの金融機関等の
窓口でお申込みください。

掛金は、従業員ごとに
16種類から選択できます。

安心
確実な退職金支払
安心の資産運用

外部積立型で管理が簡単
退職金試算額もお知らせ

中退共 検索詳しくはホームページをご覧ください。
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重点事項をはじめとして、⽇常の労働衛⽣活動の総点検を⾏いましょう
 小規模事業場における産業保健活動の充実
 個人事業者等の安全衛⽣の確保に関する取組
 化学物質による労働災害に関する取組
 労働衛⽣３管理の推進等
 作業内容や働き方に応じた取組
 作業環境の特性に応じた取組

事業者の皆さまへ

ひとりひとりが貴重な人材 心も体も健やかに
みんな生き生き健康職場

全国労働衛⽣週間スローガン

「全国労働衛⽣週間」は、労働者の健康管理や職場環境の改善など『労働衛⽣』に関する
国⺠の意識を⾼め、職場の⾃主的な活動を促して労働者の健康を確保することを目的として
毎年実施しています。

 労働者の健康の保持増進を図るための取組
 ⼥性の健康課題への取組
 治療と就業の両⽴⽀援対策
 職場におけるメンタルヘルス対策
 過重労働による健康障害防止対策
 職場の熱中症予防対策の推進

第77回

準備期間（９⽉１⽇〜30⽇）に実施する事項

厚⽣労働省、中央労働災害防止協会主 唱
建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事業労働災害
防止協会、林業・⽊材製造業労働災害防止協会

協 賛

誰もが安⼼して健康に働ける職場づくりへのご協⼒をお願いします︕

都道府県労働局・労働基準監督署

全国労働衛生週間
2026（令和8）年10⽉１⽇〜７⽇ ［準備期間︓９⽉１⽇〜30⽇］

 事業者または総括安全衛⽣管理者による職場巡視
 労働衛⽣旗の掲揚およびスローガンなどの掲示
 労働衛⽣に関する優良職場、功績者などの表彰
 有害物の漏えい事故、酸素⽋乏症などによる事故など緊急時の災害を想定した実地訓練などの
実施

 労働衛⽣に関する講習会・⾒学会などの開催、作⽂・写真・標語などの掲示
 その他労働衛⽣の意識⾼揚のための⾏事などの実施

全国労働衛生週間（10⽉１⽇〜７⽇）に実施する事項
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産業保健総合⽀援センターは、産業保健活動を⽀援
するため、企業への訪問指導や相談対応、研修など
を実施しています。
地域産業保健センター（地産保）では、小規模事業
場を対象に、医師による健康相談などを実施してい
ます。
また、事業主団体等を通じて、中小企業等の産業保
健活動の⽀援を⾏う「団体経由産業保健活動推進助
成⾦」による⽀援も実施しています。
■産業保健総合⽀援センター（さんぽセンター）
https://www.johas.go.jp/shisetsu/tabid/
578/Default.aspx

時間外労働の削減や年次有給休暇取得促進など
き方改⾰の推進に役⽴つ情報を紹介しています
■働き方の現状が把握できる「⾃己診断」等
（働き方・休み方改善ポータルサイト）

https://work-holiday.mhlw.go.jp/

■各種助成⾦や無料相談窓⼝の紹介等
（働き方改⾰特設サイト）

https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/top

「従業員の幸せのためのSAFEコンソーシアム
※ に加盟し安全衛⽣の取り組みを社内外
にPRしましょう︕
※増加傾向にある転倒・腰痛などの労働災害について、
顧客や消費者も含めたステークホルダー全員で解決を
図る活動体です。趣旨に賛同した企業、団体でコンソ
ーシアムを構成し、労働災害問題の協議や、加盟者間
取り組みの共有、マッチング、労働安全衛⽣に取り組
加盟メンバーの認知度向上などをサポートします。

■SAFEコンソーシアムポータルサイトはこちら
（サイト内から加盟申請もできます）

https://safeconsortium.mhlw.go.jp/

⾼齢者が安心して安全に働ける職場環境の実現
けた取り組みを進めましょう。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/
newpage_00007.html

事業所が⾏っている安全衛⽣管理や、そこで働
労働者の不安やストレスなど心⾝の健康状態に
いての調査結果を公表しています。
安全衛⽣管理の参考資料として活⽤するとともに、
調査対象となった際のご協⼒をお願いします。
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/
list46-50_an-ji.html

取り組みには、以下の情報や支援をご活用ください。
産業保健活動総合支援 SAFEコンソーシアム

職場でのメンタルヘルス対策に関する法令・通
達・マニュアル、「ストレスチェック実施プログ
ラム（無料）」を掲載しています。
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/
anzeneisei12/

メール・電話・SNS相談窓⼝を設置し、メンタル
ヘルス対策の取組事例などを紹介しています。
■働く人のメンタルヘルスポータルサイト
「こころの耳」

https://kokoro.mhlw.go.jp/

メンタルヘルス対策

治療と就業の両⽴⽀援指針や企業の取り組み事例、
シンポジウムなどの総合的な情報を紹介していま
す。
■治療と仕事の両⽴⽀援ナビ
https://chiryoutoshigoto.mhlw.go.jp

治療と就業の両⽴支援

働き方改革

転倒・腰痛予防対策の参考資料を紹介しています。
■「いきいき健康体操」（監修︓松平浩）
https://www.mhlw.go.jp/content/000895038.mp4
■腰痛を防ぐ職場の好事例集
https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/
001465336.pdf

転倒・腰痛予防対策

⾼年齢労働者の健康づくり

労働安全衛生調査

職場の化学物質管理の総合サイト「ケミサポ」や
化学物質管理に関する無料相談窓⼝のご案内など
を掲載しています。
■職場の化学物質管理の道しるべ
「ケミガイド」

https://chemiguide.mhlw.go.jp/

化学物質管理

■職場における熱中症予防情報
https://neccyusho.mhlw.go.jp/

■職場における受動喫煙防止対策
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/
kitsuen/index.html

■労働基準監督署等への届出は電⼦申請が便利です︕
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/koyou_roudou/roudoukijun/
denshishinsei.html

その他

43



44



45



46



育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法が改正されました

●育児短時間勤務制度を講ずることが困難な場合の代替措置（＊）にテレワークが追加されました。

＊困難と認められる具体的な業務があり、従事する労働者がいる場合にのみ、労使協定を締結し除外規定を設けた上で実施

【育児・介護休業法】 ❶～❽ 令和７（２０２５）年 ４月１日 から施行

選択する場合は就業規則等の見直し

●公表内容は、男性の「育児休業等の取得率」または「育児休業等と育児目的休暇の取得率」です。

●年１回、公表前事業年度の終了後おおむね３か月以内に、インターネットなど、一般の方が閲覧できる

方法で公表してください（具体的な公表内容や算出方法は二次元バーコードをご確認ください）。

●対象となる子の範囲が、現行の「小学校就学の始期」から「小学校３年生修了」までに拡大されました。
●「感染症に伴う学級閉鎖」や「入園（入学）式、卒園式」など、取得事由が拡大されました。
●引き続き雇用された期間が６か月未満の労働者を労使協定に基づき除外する仕組みが廃止されました。

●現行の「３歳未満の子」から「小学校就学前の子」を養育する労働者に対象が拡大されました。

●介護に直面した旨の申出をした労働者に対する介護休業制度等の個別周知・制度利用の意向確認

●介護に直面する前の早い段階(40歳等)での労働者への介護両立支援制度等についての情報提供

が事業主に義務化されました。

●「３歳未満の子を養育する労働者」及び「要介護状態の対象家族を介護する労働者」がテレワークを選択できる

ように措置を講ずることが、事業主に努力義務化されました。

⑧育児・介護のためのテレワーク導入

⑨柔軟な働き方を実現するための措置等

⑦介護離職防止のための個別の周知・意向確認等

⑥介護離職防止のための雇用環境整備

①子の看護休暇の見直し

③育児短時間勤務制度(3歳未満)の代替措置にテレワーク追加

④育児休業取得状況の公表義務適用拡大

⑤介護休暇を取得できる労働者の要件緩和

②育児のための所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大

●引き続き雇用された期間が６か月未満の労働者を労使協定に基づき除外する仕組みが廃止されました。

●介護休業や介護両立支援制度等の申出が円滑に行われるようにするため、事業主は以下４つのうちいずれかの措置

を講じなければなりません。

①介護休業・介護両立支援制度等に関する研修の実施、②相談窓口の設置、③自社の労働者の介護休業取得・介

護両立支援制度等の利用の事例の収集・提供、④介護休業・介護両立支援制度等の利用促進に関する方針の周知

⑩仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮

労使協定を締結している場合は就業規則等の見直し

お問い合わせは 茨城労働局雇用環境・均等室（水戸市宮町1-8-31 TEL：029-277-8295）まで

【育児・介護休業法】 ❾・❿ 令和７（２０２５）年 10月１日 から施行

義務 就業規則等の見直し

●３歳から小学校就学前の子を養育する労働者に関して、以下５つの選択して講ずべき措置の中から、２つ以上の
措置を選択して講ずる必要があります。
①始業時刻等の変更 ②テレワーク等（月10日以上） ③保育施設の設置運営等 ④就業しつつ子を養育する
ことを用意にするための休暇（養育両立支援休暇）の付与（年10日以上）、⑤短時間勤務制度

【次世代育成支援対策推進法】 令和７（２０２５）年 ４月１日 から施行

●妊娠・出産の申出時や子が３歳になる前の労働者の仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮が事業主に

義務付けられました。

育児休業取得等に関する状況把握・数値目標設定の義務化 義務 労働者数101人以上企業

●常時雇用する労働者が101人以上の企業は、一般事業主行動計画の策定・変更時に以下２点が義務付けられました。

①育児休業等の取得状況、労働時間の状況の把握等（PDCAサイクルの確立）

②育児休業等の取得状況、労働時間の状況に係る数値目標の設定

義務 就業規則等の見直し

義務 就業規則等の見直し

義務

義務

義務

義務

就業規則等の見直し努力義務

47



 

 

 

 

使用者は、年次有給休暇の付与日数が年 10 日以上である労働者に対し、その日数のうち５日について
は、基準日（年次有給休暇発生日）から１年以内に、労働者ごとにその時季を指定して取得させることが義
務付けられています。 

上記に該当する全ての労働者（パート・アルバイト含む）について 1 年間に 5 日以上の年次有給休暇を取
得させる必要がありますので、労働者ごとに年次有給休暇の付与日数とその付与日、取得日数（残日数）な
どを確認の上、計画的な年次有給休暇の取得を進めましょう！ 
 

  年次有給休暇の付与日数などについては、『年次有給休暇管理簿』を作成し、これにより各労働者の付
与日、取得日数などを記録する必要があります。 
 また、年次有給休暇の取得計画を定めるにあたっては、あらかじめ労働者から希望時季を聴取するなど、一
方的に会社の都合だけで設定しないような配慮をすることが必要です。 

 

 

 

 

「働き方改革」とは？ 
労働時間・休日の制度の見直し、多様な働き方(テレワーク、フレックスタイム制)の導入などにより長時間労働の抑制、年次有給

休暇の取得促進を図る等、これまでの働き方を見直す取組のことをいいます。 

「働き方改革」により、企業の魅力アップ・優秀な人材確保が実現し、生産性向上や離職率低減などにつながります。 

「働き方・休み方改善コンサルタント」とは？ ～「働き方改革」の取組を支援する経験豊富な専門家です！～ 

●社会保険労務士の資格を持つ者等、労働関係法令・制度に専門的な知識を持つ人物の中から、都道府県労働局長が任用

した非常勤の国家公務員です。 

●「働き方・休み方改善コンサルタント」のご利用は全て無料です。また、ご相談の秘密は固くお守りします。 

●労働基準法への対応を含めた労働時間制度等に関する電話・窓口相談、訪問コンサルティング等、幅広く対応いたします。 

 

 
 
 
 
 
                       
 
 
 
 
【申込先・問合わせ先】 

茨城労働局 雇用環境・均等室  指導部門 働き方・休み方改善コンサルタント 
〒310-8511   茨城県水戸市宮町１-８-３１ 茨城労働総合庁舎 6 階 

                 電話：０２９－２７７－８２９５  
                  URL： https://jsite.mhlw.go.jp/ibaraki-roudoukyoku/  

 

 

年次有給休暇の取得は進んでいますか？ 

年5日の年次有給休暇の確実な取得を！ 
～年次有給休暇が10日以上付与されている全ての労働者について、 

付与から1年以内に5日以上取得させる必要があります～ 

  

「働き方改革」に取り組む事業主のみなさまへ 

「働き方・休み方改善コンサルタント」が無料でアドバイス！ 
～労働時間・休日の制度の見直しについて、専門家があなたの会社を訪問します～ 

 

例えば、こんなお悩みはありませんか？？ 
● 従業員の健康のため、長時間労働を改善したい。 
● フレックスタイム制や裁量労働制を導入したい。 
● 仕事の無駄をなくし、労働時間、休日、休暇制度を見直したい。 
● 人材確保のためにも年次有給休暇をはじめ休暇制度を充実したい。 
● 多様な正社員制度、無期転換ルールを検討したい。      

◎ ◎ 

コンサルタントの詳細や申込フォームは
こちらをご確認ください！ 
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【主催】ハローワーク・厚生労働省茨城労働局・茨城県

●日程 令和８年９月１７日(木)

●会場名 アートホテル鹿島セントラル

●住所 神栖市大野原４－７－１１

●受付時間 １２：３０～

●開催時間 １３：００～１５：３０

鹿行会場

県南会場

●日程 令和８年９月１６日(水)

●会場名 ホテルグランド東雲

●住所 つくば市小野崎４８８－１

●受付時間 １２：２０～

●開催時間 １２：５０～１５：３０

県央会場

●日程 令和８年９月２４日(木)

令和８年９月２５日(金)

令和８年１０月１日(木)

令和８年１０月２日(金)

●会場名 ハローワーク水戸

●住所 水戸市宮町１－２－４

マイムビル７階会議室

●受付時間 ９：３０～

●開催時間 １０：００～１２：００

県西会場

●日程 令和８年９月１８日(金)

●会場名 ダイヤモンドホール

●住所 筑西市玉戸１０５３－４

●受付時間 １２：３０～

●開催時間 １３：００～１５：３０

ひとつの理解が
大きな希望へ！職

面接

障害の
ある方
対象

会
就

〈申込方法〉
管轄のハローワークに
お申し込み下さい。
(裏面参照)
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ハローワーク名 所在地 電話番号 管轄区域

水 戸
〒310-8509
水戸市宮町1-2-4 
マイムビル8階

029-231-6221
水戸市 ひたちなか市 那珂市
茨城町 大洗町 城里町 東海村

笠 間
〒309-1613
笠間市石井2026-1

0296-72-0252 笠間市

日 立
〒317-0063
日立市若葉町2-6-2

0294-21-6441 日立市

筑 西
〒308-0821
筑西市成田628-1

0296-22-2188 筑西市 結城市 桜川市

下 妻
〒304-0067
下妻市下妻乙124-2

0296-43-3737 下妻市 八千代町

土 浦
〒300-0805
土浦市宍塚1838
土浦労働総合庁舎1階

029-822-5124
土浦市 つくば市
かすみがうら市 阿見町

古 河
〒306-0235
古河市下辺見2099
古河労働総合庁舎

0280-32-0461 古河市 境町 五霞町

常 総
〒303-0034
常総市水海道天満町4798

0297-22-8609
常総市 守谷市 坂東市
つくばみらい市

石 岡
〒315-0037
石岡市東石岡5-7-40

0299-26-8141 石岡市 小美玉市

常陸大宮
〒319-2255
常陸大宮市野中町3083-1

0295-52-3185
常陸大宮市 常陸太田市
大子町

龍ケ崎
〒301-0041
龍ケ崎市若柴町1229-1

0297-60-2727
龍ケ崎市 取手市 牛久市
稲敷市 利根町 河内町 美浦村

高 萩
〒318-0033
高萩市本町4-8-5

0293-22-2549 高萩市 北茨城市

常陸鹿嶋
〒314-0031
鹿嶋市宮中1995-1
労働総合庁舎1階

0299-83-2318
鹿嶋市 潮来市 神栖市
行方市 鉾田市

茨城県内ハローワーク（公共職業安定所）

求人者、障害者の方ともに、事前に下記の
管轄ハローワークへお申し込み願います。

面接会に参加を希望する皆様へ
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訓練受講までの流れ

（2025.12）

※相談内容によっては、少人数からでも受講できるオープンコースのご利用を提案する場合があります。

課題や方策の整理

訓練受講

生産性向上支援訓練カリキュラムモデルの中から、訓練目的・分野による分類とは別に、ＤＸ推進に向け
たスタートコース、ネットワーク・セキュリティに関するコースを選定し、共通領域として設定しました。
また、ＤＸに向けた３つの課題を設定し、それぞれの課題解決に対応したコースを選定・分類しています。

DX対応コースの概要

生産性向上人材育成支援センターでは、

中小企業等におけるＤＸ人材の育成
を支援しています！

訓練コースの
コーディネート

～生産性向上人材育成支援センター(生産性センター)は、事業主の皆様の生産性向上に向けた人材育成を支援しています～ 生産性センターＨＰ

社内ネットワークのセキュリティ対策を進めたい
⇒【倫理・セキュリティ分野】脅威情報とセキュリティ対策

ＤＸ推進に向けたスタートコース

ネットワーク・セキュリティに関するコース

共
通
領
域

IoTによるビジネス環境の変化や動向を知りたい
⇒【組織マネジメント分野】IoTを活用したビジネスモデル

ビジネスモデルの課題への対応コース

システム化に伴うコストの考え方を知りたい
⇒【バックオフィス分野】失敗しない社内システム導入

業務プロセスの課題への対応コース

自社業務に適切なITツールを選定したい
⇒【バックオフィス分野】ITツールを活用した業務改善

３
つ
の
課
題

○受講対象者
事業主の指示を受けた在職者の方

○訓練日数・時間
おおむね１～５日
（４～30時間）

○受講料（１人あたり・税込）
2,200円～6,600円

○訓練会場
自社会議室等を訓練会場とすること
が可能です（講師を派遣します）

現在、社会環境・ビジネス環境の変化に対応すべく、企業・組織を中心に社会全体のＤＸ（デジタルトランス
フォーメーション）が進んでいます。これに対応するためには、年代・職種を問わず、働き手一人ひとりがＤＸ
に参画し、デジタル技術を活用したプロセスの改善や、デジタルを活用しやすい組織づくりに取り組むことが重
要となります。
生産性向上人材育成支援センターでは、生産性向上支援訓練カリキュラムモデルの中から「ＤＸ対応コース」

を選定し、中小企業・事業主団体等の“ＤＸ人材の育成”を支援しています。

ＤＸの推進に必要な知識や導入事例を知りたい
⇒【バックオフィス分野】DXの推進

デジタル化と新しい生活様式の課題への対応コース

相談内容を踏まえて、課題やニーズに応じた訓練コースを提案します。

所定の期日までに受講料の支払い等の手続を行い、訓練を受講してください。

センター担当者が企業を訪問し、人材育成に関する課題や方策を整理します。
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009 POSシステムの活用技術
056 ITツールを活用した業務改善
091 企業内でIT活用を推進するために

必要な技術理解
092 企業内でIT活用を推進するために

必要なマネジメント
095 ビッグデータ活用
055 RPAを活用した業務効率化・コス

ト削減
096 RPA活用
083 テレワークを活用した業務効率化
088 テレワーク活用
120 データサイエンス入門
130 経理業務の効率化につながるDX

の実践

007 在庫管理システムの導入
016 物流のIT化
013 流通システム設計
014 物流システム設計
012 卸売業・サービス業の販売戦略
018 クラウド活用入門
020 クラウドを活用したシステム導入
054 クラウドを活用した情報共有能力

の拡充
093 IT新技術による業務改善
094 AI(人工知能)活用
132 生成AIの活用
090 失敗しない社内システム導入
087 導入コストを抑えるクラウド会

計・モバイルPOSレジ活用
133 Pythonを活用した事務業務の

効率化

015 3PLとSCM
017 SCMの現状と将来展望
019 IoT活用によるビジネス展開
089 データ活用で進める業務連携
118 ベンダーマネジメント力の向上

027 マーケティング志向の営業活動の
分析と改善

028 統計データ解析とコンセプトメイ
キング

046 インターネットマーケティングの
活用

036 プロモーションとチャネル戦略
047 チャンスをつかむインターネット

ビジネス
029 顧客分析手法
045 顧客満足向上のためのCS調査

とデータ分析

022 IoTを活用したビジネスモデル
121 ビジネスとSDGs（持続可能な

開発目標）の融合

122 テレワーク業務における労務管理

123 オンライン営業技術

生
産
・
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
改
善

横
断
的
課
題

売
上
げ
増
加

ビジネスモデルの
課題への対応
7コース

Ｉ
Ｔ
業
務
改
善

100 表計算ソフトを活用した業務改善
101 業務に役立つ表計算ソフトの

関数活用
103 効率よく分析するためのデータ

集計
104 ピボットテーブルを活用した

データ分析
105 品質管理に役立つグラフ活用
106 表計算ソフトを活用した統計

   データ解析
111 業務効率を向上させるワープロ

   ソフト活用
112 相手に伝わるプレゼン資料作成
114 SNSを活用した情報発信
124 オンラインプレゼンテーション

技術

107 表計算ソフトのマクロによる定型
業務の自動化

108 データベースを活用したデータ
処理（基本編）

109 データベースを活用したデータ
処理（応用編）

110 データベースを活用した高度な
データ処理

業務プロセスの
課題への対応
25コース

デジタル化と新しい生活様式
の課題への対応
23コース

生産性向上支援訓練

119 DXの推進 117 DXの導入 126 DX人材育成の進め方 129 製造分野におけるＤＸ推進

ＤＸ推進に向けたスタートコース 4コース

021 IoT導入に係る情報セキュリティ 040 eビジネスにおけるリーガルリスク
057 ネット炎上時のトラブル対応 098 ワイヤレス環境に必要となる無線LANセキュリティ
099 社内ネットワークに役立つ管理手法 115 脅威情報とセキュリティ対策
116 情報漏えいの原因と対応・対策 125 テレワークに対応したセキュリティ対策

ネットワーク・セキュリティに関するコース 8コース

全67コース（2026年4月）ＤＸ対応コース一覧
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認定制度を活用して、
自社の魅力度UP しませんか？

労働局には５つの認定制度があり、
法律に定める一定の要件を満たせば、申請することができます！

厚生労働省・茨城労働局

若者の採用・育成に積極的で雇用管理状況などが優良な中小企業を認

定する制度です。 【問合せ先】職業安定課 029-224-6218

労働者の安全や健康を確保するための対策に積極的に取り組
み、高い安全水準を維持・改善している企業を認定する制度
です。 【問合せ先】健康安全課 029-224-6215

安全衛生優良企業認定

子育て等サポート！「くるみん認定」・「プラチナくるみん認定」

女性活躍！「えるぼし認定」・「プラチナえるぼし認定」

若者応援！「ユースエール認定」

両立支援制度の導入や利用が進んでいる企業を「子育てサポート企業」
として認定する制度です。
また、「くるみん認定」を既に受け、より進んだ取組を行っている企業
については、「プラチナくるみん認定」があります。
さらに、「トライくるみん認定」制度及び不妊治療と仕事との両立に取
り組む企業に対する『プラス認定』制度もあります。

【問合せ先】雇用環境・均等室 029-277-8295

・・・・

障害者雇用応援！「もにす認定」

～認定を受けると、こんなにメリットがあります！！～
➢ 認定の証である「認定マーク」で認定企業であることを対外的にPR！
➢企業イメージアップ
➢優秀な人材の採用&定着！
➢ 公共調達における一般競争入札で加点評価されます。※メリットは一例です。

URL https://jsite.mhlw.go.jp/ibaraki-roudoukyoku/home.html

0000年度

障害者の雇用の促進及び雇用の安定に関する取組の実施状況など
が優良な中小企業を認定する制度です。

【問合せ先】 職業対策課 029-224-6219

女性の活躍促進に関する状況等が優良な企業として認定する制度で
す。認定は、基準を満たす項目数に応じて３段階あります。
また、「えるぼし認定」を既に受け、取組の実施状況が特に優良な
企業については、「プラチナえるぼし認定」があります。

【問合せ先】雇用環境・均等室 029-277-8295

「プラス」制度マーク
「くるみん」等のマークに
枠が付きます
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知っていますか？

フリーランスの取引に関する新しい法律

「フリーランス・事業者間取引適正化等法」が

2024年11月１日に施行されました。

法律の目的

この法律は、フリーランスの方が安心して働ける環境を整備するため、

①フリーランスの方と企業などの発注事業者の間の取引の適正化 と

②フリーランスの方の就業環境の整備

を図ることを目的としています。

法律の適用対象

発注事業者からフリーランスへの「業務委託」（事業者間取引）

フリーランス 業務委託の相手方である事業者で、従業員を使用しないもの

発注事業者 フリーランスに業務委託する事業者で、従業員を使用するもの

※ 一般的にフリーランスと呼ばれる方には、「従業員を使用している」「消費者を相手に取引をしている」方も

含まれる場合もありますが、これらの方はこの法律における「フリーランス」にはあたりません。

例：フリーランスとして働くカメラマンの場合

⚫ この法律上は、フリーランスは「特定受託事業者」、発注事業者は「特定業務委託事業者」 「業務委託事業者」とされて

いますが、このリーフレットでは伝わりやすさを優先し、それぞれ「フリーランス」、「発注事業者」と表現しています。

⚫ 「従業員」には、短時間・短期間等の一時的に雇用される者は含みません。具体的には、「週労働20時間以上かつ31日以

上の雇用が見込まれる者」が「従業員」にあたります。

⚫ 特定の事業者との関係で従業員として雇用されている個人が、副業で行う事業について、事業者として他の事業者から業

務委託を受けている場合には、この法律における「フリーランス」にあたります。

⚫ なお、契約名称が「業務委託」であっても、働き方の実態として労働者である場合は、この法律は適用されず、労働基準

法等の労働関係法令が適用されます。

企業

(従業員を使用)

フリーランス
(従業員を使用していない)

この法律の対象

消費者

消費者・企業

(不特定多数)

この法律の対象外

企業が宣材写真の

撮影を委託

（事業者からの委託）

消費者が家族写真の撮影を委託

（事業者ではなく消費者からの委託）

自作の写真集をネットで販売

（委託ではなく売買）
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⚫ 発注事業者の義務の具体的な内容などは、政省令・告示などで定めております。詳細な法律等の内容や最新の情報につい

ては、関係省庁のホームページをご覧ください。

⚫ 項目①～③については、公正取引委員会・中小企業庁、

項目④～⑦については、厚生労働省（都道府県労働局）

までお問合せください。

法律の内容

発注事業者が満たす要件に応じてフリーランスに対しての義務の内容が異なります。

発注事業者 フリーランス

• 業務委託の相手方である事業者

• 従業員を使用していない

◼ フリーランスに業務委託をする事業者

◼ 従業員を使用していない

※フリーランスに業務委託するフリーランスも含まれます。

◼ フリーランスに業務委託をする事業者

◼ 従業員を使用している

◼ フリーランスに業務委託をする事業者

◼ 従業員を使用している

◼ 一定の期間以上行う業務委託である

※「一定の期間」は、③は１か月、⑤⑦は６か月です。
契約の更新により「一定の期間」以上継続して行う
こととなる業務委託も含みます。

①、②、④、⑥

①、②、③、④、
⑤、⑥、⑦

義務項目

義 務 項 目 具 体 的 な 内 容

①
書面等による取引条件

の明示

業務委託をした場合、書面等により、直ちに、次の取引条件を明示すること

「業務の内容」「報酬の額」「支払期日」「発注事業者・フリーランスの名称」「業務委託をし

た日」「給付を受領／役務提供を受ける日」「給付を受領／役務提供を受ける場所」「（検査を

行う場合）検査完了日」「（金銭以外の方法で支払う場合）報酬の支払方法に関する必要事項」

②
報酬支払期日の設定・

期日内の支払

発注した物品等を受け取った日から数えて60日以内のできる限り早い日に報酬支払期

日を設定し、期日内に報酬を支払うこと

③ 禁止行為

フリーランスに対し、１か月以上の業務委託をした場合、次の７つの行為をしてはな

らないこと

●受領拒否 ●報酬の減額 ●返品 ●買いたたき ●購入・利用強制

●不当な経済上の利益の提供要請 ●不当な給付内容の変更・やり直し

④ 募集情報の的確表示

広告などにフリーランスの募集に関する情報を掲載する際に、

• 虚偽の表示や誤解を与える表示をしてはならないこと

• 内容を正確かつ最新のものに保たなければならないこと
※募集情報を掲載する際には、氏名（名称）・住所・連絡先・業務の内容・業務に従事する場

所・報酬（６情報）の記載が必要。

⑤
育児介護等と業務の

両立に対する配慮

６か月以上の業務委託について、フリーランスが育児や介護などと業務を両立できる

よう、フリーランスの申出に応じて必要な配慮をしなければならないこと

（例）

※やむを得ず必要な配慮を行うことができない場合には、配慮を行うことができない理由につい
て説明することが必要。

⑥
ハラスメント対策に

係る体制整備

フリーランスに対するハラスメント行為に関し、次の措置を講じること

①ハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化、方針の周知・啓発、②相談や苦情に応じ、

適切に対応するために必要な体制の整備、③ハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応 など

⑦
中途解除等の

事前予告・理由開示

６か月以上の業務委託を中途解除したり、更新しないこととしたりする場合は、

・原則として30日前までに予告しなければならないこと

・予告の日から解除日までにフリーランスから理由の開示の請求があった場合には理
由の開示を行わなければならないこと

①

「子の急病により予定していた作業時間の確保が難しくなったため、納期を短期間繰り下
げたい」との申出に対し、納期を変更すること
「介護のために特定の曜日についてはオンラインで就業したい」との申出に対し、一部業
務をオンラインに切り替えられるよう調整すること など

・

・

令和８年１月改訂

公正取引委員会 中小企業庁 厚生労働省
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労働委員会の窓から 
（令和８年６月１日～令和８年７月 31 日） 

 今期の事件の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働委員会は、中立・公正な立場で、労使紛争の解決に向けて争議の調整や不当

労働行為の審査などを行っています。労働組合や使用者だけでなく、労働者個人で利

用できるあっせん制度もありますので、是非ご活用ください。 

 

審査事件  (
労働組合又は労働者からの申立てにより、不当労働行為に

該当するかどうかを判定し、該当する場合救済を図る制度) 

・・・・当該期間中に新規申立てが１件ありました。 

１件が終結し、９件が係属中です。 

 

【新規事件の概要】 

事件名 業種 
申立年月日 

申 立 人 
申立人の求める救済内容 

Ｒ８(不) 

第３号事件 
運輸業 

Ｒ８.７.２ 

労働組合 

１ 団体交渉応諾 

２ 謝罪文の交付及び掲示 

 

【終結事件の概要】 

事件名 業種 
申立年月日 

申 立 人 
申立人の求める救済内容 終結状況 

Ｒ８(不) 

第１号事件 
建設業 

Ｒ８.３.31 
個 人 

未払賃金、暴行・脅迫・

監禁及び強制労働等並び

に黄犬契約に対する是正 

令和８年７月 24 日まで

に、当事者双方に対し、却下

とする決定書（写）を交付し、

事件は終結した。 

 

調整事件  (
労働組合と使用者との間の紛争に 

ついて話合いにより解決を図る制度) 
・・・・当該期間中に新規申請はありませんでした。 

係属中の事件はありません。 
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 労働委員会講座 

 

 お知らせ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別あっせん事件  (
個々の労働者と使用者との間の紛争に

ついて話合いにより解決を図る制度) 
・・・・当該期間中に新規申請はありませんでした。 

１件が係属中です。 

 

労働組合の資格審査 

労働組合は自由に設立することができます。したがって、労働組合を設立しても、行政官庁への 

届出や許可等の手続は必要ありません。 

ただし、次の手続等を行うときは、労働組合法で定められた労働組合としての要件を備えている 

必要があり、この適合の有無を労働委員会が審査します。 

・ 労働委員会に不当労働行為の救済を申し立てるとき 

・ 法務局に法人登記の申請を行うとき 

・ 県知事（県労働政策課）に労働委員会の労働者委員の候補者を推薦するとき 

 

※ なお、資格審査の詳細につきましては、労働委員会ホームページをご覧ください。 

 

【お問合せ先】茨城県労働委員会事務局 
 

〒310－8555 水戸市笠原町 978 番 6 
TEL 029－301－5563（総務調整課）、029－301－5568（審査課） 
E-mail roudoui@pref.ibaraki.lg.jp 
URL https://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/roudoui/index.html 

～労使紛争の迅速・的確な解決を目指します～ 

委員の任命について 

令和８年６月１日付けで、第 49 期茨城県労働委員会使用者委員が新たに任命されました。 

 

氏 名 現 職 

筒井
つ つ い

 亮太
りょうた

 ㈱日立製作所 原子力ＣＨＲО兼日立事業所長 
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茨城労働Seed
9月号 第755号
茨城県産業戦略部労働政策課
〒310-8555 水戸市笠原町978番6
令和8年9月発行
TEL 029-301-3635
https://www.pref.ibaraki.jp/shokorod
o/rosei/rodo/seed/index.html
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